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一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会  

 

 

 令和２年９月３０日付けで申請があり，令和２年１１月２６日付けで補正が

あった授業目的公衆送信補償金の額については，別紙の文化審議会答申を踏ま

え，適正な額と認められるため，著作権法（昭和４５年法律第４８号）第１０

４条の１３第１項の規定により認可します。  

 なお，(ア)貴協会が作成した授業目的公衆送信補償金規程案附則第２項に規

定する，実施の日から３年を経過する毎に行う実施後の状況を勘案した検討及

びその結果に基づく必要な措置については，貴協会に対し適切に指導監督を行

うこと，（イ）補償金の分配については，法第１０４条の１４の規定に基づき

指定管理団体が文化庁長官に届け出なければならない補償金関係業務の執行に

関する規程において、著作権法施行規則（昭和４５年文部省令第２６号）第２

２条の５第２項の規定に基づき貴協会が補償金の個々の権利者への分配方法の

詳細（権利者不明等の場合の分配方法を含む。）を明らかにするとともに，利

用者を含め広く社会に対し，より丁寧に説明すべきことを申し添えます。  

 

 

  令和２年１２月１８日 

 

 

                 文化庁長官 

宮 田 亮 平 
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令和２年１２月１４日 

 

文化庁長官 

  宮 田  亮 平  殿 

 

文化審議会会長 

佐 藤  信 

 

 

授業目的公衆送信補償金の額の認可について（答申） 

 

 

本件は，著作権法（昭和４５年法律第４８号。以下「法」という。）第１０

４条の１３第１項の規定に基づき，令和２年９月３０日付けで一般社団法人授

業目的公衆送信補償金等管理協会（以下「協会」という。）より文化庁長官に

申請があったものであり，文化庁長官から，同条第５項の規定に基づき，文化

審議会にその認可について令和２年１０月１２日付け令和２年諮問第８８号で

諮問が行われたものであります。 

 

著作権分科会使用料部会において，『改正著作権法第１０４条の１３第 1項

の規定に基づく「授業目的公衆送信補償金」の額の認可に係る審査基準（平成

３０年１１月１４日文化庁著作権課）』を妥当なものとして採用し，令和２年

１０月２３日及び１１月１６日に，協会及び教育機関の設置者団体の意見を聴

いた上で審議を行った結果，協会に対し，授業目的公衆送信を行う都度支払う

場合の手続の緩和，公開講座・免許状認定講習における料金体系等について再

検討を求めたところ，協会から補正された申請書が提出されました。当該補正

後申請書に基づき，１２月８日に審議を行った使用料部会の結果を受けて，１

２月１４日に著作権分科会で審議を行った結果，諮問のあった授業目的公衆送

信補償金の額の認可については，以下の理由により，適正な額であると認めら

れるため，認可することが相当であるとの結論を得ました。 

 

＜認可の理由＞ 

① 額の水準については，審査基準において，通常の使用料の額や諸外国の補

償金額の例などが判断要素の一つとなっているところ，著作物等の使用料

は基本的に市場原理で定まるものであるため，補償金の適正額を一律に決

められるものではないが，学生等一人当たりの単価等の根拠について一定
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の説明をした上で，教育機関の設置者団体からのできるだけ低廉にとの要

望に応え，権利者団体が合意できる範囲内で更に減額をし，低廉な額とし

ているものと考えられる。 

② 料金体系については，包括料金はオンライン授業の頻度に関わらず学生数

等に応じて定めるものであり，併せて都度支払いの料金も設定しているこ

とから，教育機関の利用の現状と今後のニーズの見通しに応えるものと考

えられる。 

③ コロナ禍における経過措置が必要との意見については，コロナ禍の経済的

影響は文化芸術関係者にも深刻であるところ，既に令和２年度に特例的に

無償としており，これ以上の配慮が困難であることは理解できる。 

 

なお，（ア）協会の作成した授業目的公衆送信補償金規程案附則第２項に規

定する，実施の日から３年を経過する毎に行う実施後の状況を勘案した検討及

びその結果に基づく必要な措置については，文化庁が協会に対し適切に指導監

督を行うべきこと，（イ）補償金の分配については，法第１０４条の１４の規

定に基づき指定管理団体が文化庁長官に届け出なければならない補償金関係業

務の執行に関する規程において、著作権法施行規則（昭和４５年文部省令第２

６号）第２２条の５第２項の規定に基づき協会が補償金の個々の権利者への分

配方法の詳細（権利者不明等の場合の分配方法を含む。）を明らかにするとと

もに，利用者を含め広く社会に対し，より丁寧に説明すべきことを申し添えま

す。 

 

 

 

 

以上 

 



授業目的公衆送信補償金制度の概要

令和２年１２月
文化庁
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平成30年著作権法改正（授業目的公衆送信補償金制度）概要
ICTを活用した教育を推進するため、著作物の利用円滑化と著作権者の利益保護とのバランスを
とった制度。補償金を一括で支払うことにより、著作物を無許諾利用できる範囲が拡大。

５ｃ

複 製

（著作権法第35条第1項）

要許諾（権利者毎の使用料）
⇒無許諾・有償（文化庁が認可する補償金）

対面授業で使用する
資料として印刷・配布

対面授業の予習・復習用の資料をメールで送信
対面授業で使用する資料を外部サーバ経由で送信

オンデマンド授業で講義映像や資料を送信

平成30年の改正範囲

対面授業で使用した資料や
講義映像を遠隔合同授業等
（同時中継）で他の会場に送信

（著作権法第35条第3項）

スタジオ型のリアルタイム配信授業

無許諾・無償

遠隔地の会場

その他の公衆送信全て遠隔合同授業等
のための公衆送信

同時中継

遠隔地の会場同時中継

（著作権法第35条第1項・第2項）

複製して配布

※ただし、ドリルやワークブックといった児童生徒等の購入を想定した著作物を、購入させずに複製や公衆送信を行う
ことなど、著作権者の利益を不当に害するような場合については、別途許諾が必要です。
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著作権法第35条の規定

第三十五条 学校その他の教育機関（営利を目的として設置されているものを除く。）において教育を

担任する者及び授業を受ける者は、その授業の過程における利用に供することを目的とする場合には、

その必要と認められる限度において、公表された著作物を複製し、若しくは公衆送信（自動公衆送

信の場合にあつては、送信可能化を含む。以下この条において同じ。）を行い、又は公表された著作

物であつて公衆送信されるものを受信装置を用いて公に伝達することができる。ただし、当該著作物の

種類及び用途並びに当該複製の部数及び当該複製、公衆送信又は伝達の態様に照らし著作権者

の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。

２ 前項の規定により公衆送信を行う場合には、同項の教育機関を設置する者は、相当な額の補償

金を著作権者に支払わなければならない。

３ （略）

（学校その他の教育機関における複製等）
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対面授業と遠隔授業との相違点
著作権は法律で認められた私権であり、著作物の複製や公衆送信といった利用行為ごとに権利が及
ぶというのが国際的なルール。外国の著作物利用への対価還元も必要。

日 本 ヨーロッパ
（ドイツ、フランスなど）

複製
（対面授業）

紙の複製・配布：無許諾+無償
※現行法制定時（昭和45年）の印刷技術

が前提（広がる範囲が限定的）。
⇒本来有償のところ、法改正時は、教育現場

の混乱を避けるため、無償を継続。

有償

公衆
送信

（遠隔授業）

許諾権に基づく対価（権利者毎の使用料）
↓

無許諾＋文化庁が認可する
適正な額の補償金

※ネット送信はその広がりに制約がなく、
複製より権利者への不利益が大きい。

有償
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制度の意義 教育向けのコンテンツのサブスクリプションサービス
あらゆる種類の著作物利用について、ワンストップの指定管理団体を通じ権利の一括処理が可能に。
無断利用を止められる「許諾権」を制限することにより、遠隔教育等での著作物等の利用を促進し、
教育などの未来への投資に生かす。
一方、作家や作曲家などクリエーターへの対価還元により次なる創作を促す。

学校など
教育機関の設置者※1

指定管理団体※2

授業目的公衆送信
補償金等管理協会

（SARTRAS）

補償金の
支払い

許諾権の制限とワンストップの窓口
コンテンツの定額利用サービス

利用のための許諾が不要
⇒権利者を探さなくていい
⇒利用を断られない
早くて簡便な手続
⇒授業準備に余分な手間を取らない
⇒教員や児童生徒は手続き不要

（補償金額については、指定管理団体が教育機関の設置者代表からの意見聴取を経て申請し、文化庁長官が文化審議会に諮った上で認可。）
※1：著作権法第35条第1項・第2項。 ※2：著作権法第104条の12。

1人年間数百円
（珈琲１杯分）程度
で何度でも利用可能

例：年1回の支払い
生徒等1人当たり○円（包括制）

作家や作曲家
などの権利者

補償金
の分配

分配業務受託団体
（著作権等管理事業者等）



名称：一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会

英名 ：Society for the Administration of Remuneration for 
Public Transmission for School Lessons

略称 ：SARTRAS（サートラス）
設立 ：2019年1月22日設立
代表理事：土肥一史

（弁護士、吉備国際大学大学院知的財産学研究科特任教授）

〔目的〕
本会は、著作者、実演家、レコード製作者、放送事業者及び有線放送事業者の権利
を有する者（以下「権利者」という。）のために、授業目的公衆送信補償金（以下
「補償金」という。）を受ける権利又は複製権等の許諾権を行使し権利者に分配する
ことによって、教育分野の著作物等の利用の円滑化を図るとともに、あわせて著作権及
び著作隣接権の保護に関する事業等を実施し、もって文化の普及発展に寄与すること
を目的とする。

〔実施する事業〕
（1）著作権法（以下「法」という。）第104条の１３第1項に基づき文化庁長官

に認可を求める補償金の額の決定、徴収及び分配その他補償金を受
ける権利の行使に関すること

（2）著作権又は著作隣接権の管理業務に関すること
（3）著作権制度の普及啓発及び調査研究
（4）著作物の創作の振興及び普及
（5）著作権及び著作隣接権の保護に関する国際協力
（6）教育における著作物等の利用に関する調査研究
（7）前各号に掲げるもののほか、本会の目的を達成するために必要な事業

協会の概要
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指定管理団体について
授業目的公衆送信補償金は、文化庁長官が指定する指定管理団体（全国を通じて１個に限る）のみが権利行使できること
が予定されている（第104条の12）。
➡ 平成31年2月15日に「一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会」が指定管理団体として指定された。
（同協会は、教育分野に関係する権利者団体39団体により平成28年9月に設立された「教育利用に関する著作権等管理協
議会」を母体とし、平成31年1月22日に設立された。なお、「教育利用に関する著作権等管理協議会」は、文化審議会著作権
分科会において、著作権法第35条の権利制限規定の整備に伴い補償金制度の導入がなされることとなった場合に、補償金の徴
収分配の受皿となる団体を設立して必要な準備に当たる旨の方針を表明していた。）

社員 構成員団体

新聞教育著作権協議会 一般社団法人新聞著作権管理協会

言語等教育著作権協議会 一般社団法人学術著作権協会
公益社団法人日本文藝家協会
協同組合日本脚本家連盟
協同組合日本シナリオ作家協会

視覚芸術等教育著作権協議会 一般社団法人日本写真著作権協会
一般社団法人日本美術著作者連合
公益社団法人日本漫画家協会

出版教育著作権協議会 一般社団法人日本雑誌協会
一般社団法人日本書籍出版協会
一般社団法人自然科学書協会
一般社団法人日本医書出版協会
一般社団法人出版梓会
一般社団法人日本楽譜出版協会
一般社団法人日本電子書籍出版社協会
日本児童図書出版協会

音楽等教育著作権協議会 一般社団法人日本音楽著作権協会
公益社団法人日本芸能実演家団体協議会
一般社団法人日本レコード協会

映像等教育著作権協議会 日本放送協会
一般社団法人日本民間放送連盟
一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟

社員一覧 （令和２年１月末時点）
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制度創設の経緯
平成18年に授業のための公衆送信を権利制限の対象にすることを文化審議会において検討。
しかし、教育関係団体としての意見集約がなされなかったことなどから結論に至らず。

平成26年度から文化審議会で改めて議論。権利者と教育機関との利害調整は困難を極めたが、
約4年間かけてようやく両当事者※が合意。（平成29年4月文化審議会著作権分科会報告書）

平成30年の通常国会において本制度の創設を盛り込んだ法案が賛成多数で可決・公布。

平成30年度より、新制度のガイドライン等を当事者間で策定するための「著作物の教育利用に関する関係者
フォーラム」を開催。本フォーラムには、権利者団体と国公私立の学校種毎の教育機関の設置者等（※7頁参照）
が参加。ここでは有償の補償金を前提として、新制度によりどのような利用が可能となるかなどを整理。

新型コロナウイルス感染症の流行という事態の緊急性・重要性に鑑み、令和2年度に限って特例的に補償金額
を無償に。クリエーターにとって特例的な配慮。

令和3年度からの本格実施に向け、令和2年8~9月に指定管理団体により教育機関等の設置者団体に意見
聴取を行い、その結果も踏まえ令和2年9月末に文化庁に対して補償金額の認可申請。
文化審議会における議論を経て、令和2年12月18日に補償金額を文化庁長官が認可。

改正法の施行期日である令和3年度以降は有償で本制度を開始を予定
※：教育の情報化の推進に関する当事者間協議において議論。教育関係者からは、国立大学協会、公立大学協会、日本私立大学団体連合会、全国都道府県教育委員会連合会、全国市

町村教育委員会連合会、権利者団体からは学術著作権協会、日本書籍出版協会、日本写真著作権協会、日本文藝家協会、日本新聞協会が参加。 また平成28年度文化審議会著作
権分科会法制・基本問題小委員会（第４回）には、初等中等教育関係団体（全国都道府県教育委員会連合会、全国市町村教育委員会連合会、全国連合小学校長会、全日本中
学校長会、全国高等学校長会、日本私立小学校連合会、日本私立中学高等学校連合会、全国国立大学附属学校連盟）、国立大学協会、公立大学協会、日本私立大学団体連合
会、全国専修学校各種学校総連合会が意見書を提出の上、合意。



①教育利用の補償金の支払等について
②教育現場における著作権に関する研修や

普及啓発等について
③著作権法の解釈に関するガイドラインについて
④補償金制度を補完するライセンス環境について

専門フォーラムからの検討結果を議論

総合フォーラム 専門フォーラム
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著作物の教育利用に関する関係者フォーラム
権利者団体と教育関係者が共同してフォーラムを設置し、文化庁・文部科学省、有識者等より助言
を得つつ、改正法に基づく制度の構築をはじめとする環境整備に取り組んでいる。
平成30年度より、①補償金の支払等 ②教育現場における普及啓発 ③著作権法の解釈に関する
ガイドライン ④補償金制度を補完するライセンス環境について検討がなされ、現在は③を中心に議論
が進められている。これまでに計42回開催。令和3年度の運用指針は、年明けを目処に決定予定。

平成30年11月開始

※令和元年度からはフォーラムを一つにまとめて議論を行っている。

（構成団体・構成員例）

全国都道府県教育委員会連合会
全国市町村教育委員会連合会
日本私立小学校連合会
日本私立中学高等学校連合会
一般社団法人国立大学協会
日本私立大学団体連合会
一般社団法人公立大学協会
国立高等専門学校機構
全国公立短期大学協会
全国専修学校各種学校総連合会
その他 有識者 関係団体 等

権利者側

利用者側

（総合フォーラム委員）

一般社団法人日本写真著作権協会
一般社団法人日本書籍出版協会
日本放送協会
協同組合日本脚本家連盟
一般社団法人日本雑誌協会
公益社団法人日本芸能実演家団体協議会
一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟
一般社団法人日本音楽著作権協会
一般社団法人日本レコード協会
一般社団法人日本民間放送連盟
一般社団法人日本新聞協会
一般社団法人日本美術著作権連合
公益社団法人日本文藝家協会
一般社団法人学術著作権協会
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授業目的公衆送信補償金制度の本格運用までの流れ

支払義務者

指定管理団体
SARTRAS

③補償金額の申請

著作権者 著作隣接権者
（実演家・レコード・放送・有線放送）

文化庁長官

文化審議会
⑤補償金額の認可

④諮問

文化庁
②補償金額案の決定

補償金額の決定プロセス
（著作権法第104条の13）

教育機関の設置者の代表

本格運用までのプロセス

本格運用
の開始

分配規程を含む
業務規程の

指定管理団体から
文化庁への届出

（著作権法第104条の14）

文化庁長官による
補償金額の認可
政府予算案の決定

指定管理団体による
補償金額案の決定
文化庁への申請

指定管理団体
の指定改正法の公布

2018年5月

①意見聴取

※令和2年4月28日に早期施行。令和2年度に限り補償金額は零円。

2019年2月

指定管理団体に
よる補償金額案
の意見聴取

2020年8～9月 2020年9月末 2020年12月 2021年1月 2021年4月
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SARTRASによる認可申請及び認可された補償金額の概要

主な意見聴取先
全国市町村教育委員会連合会
全国都道府県教育委員会連合会
日本私立小学校連合会
日本私立中学高等学校連合会
指定都市教育委員会協議会
全国公立高等専門学校協会
日本私立高等専門学校協会
全国公立短期大学協会
日本私立短期大学協会
一般社団法人国立大学協会
一般社団法人公立大学協会
日本私立大学団体連合会
全国専修学校各種学校総連合会
全国知事会
全国市長会
全国町村会
全国国公立幼稚園・こども園長会
全日本私立幼稚園連合会 等

指定管理団体
SARTRAS

著作
権者

著作隣接権者
（実演家・レコード・放送・

有線放送）

教育機関の
設置者の代表

意見聴取

○意見聴取期間 令和2年8月6日～9月23日
○認可申請 令和2年9月30日
⇒令和2年12月18日 文化庁長官認可

○認可された補償金額
補償金の料金体系と金額
①学校種別の年間包括料金（公衆送信の回数は無制限）

授業目的公衆送信を受ける幼児／児童／生徒／学生１人当たりの額
（意見聴取の際の額⇒意見聴取を踏まえた認可申請額）

大学 800円 ⇒ 720円（月平均60円）
高校 500円 ⇒ 420円（月平均35円）
中学校 260円 ⇒ 180円（月平均15円）
小学校 200円 ⇒ 120円（月平均10円）
幼稚園 100円 ⇒ 60円（月平均 5円）
社会教育施設、公開講座等
30人を定員とする１講座・講習を１回の授業として、授業毎に300円

②公衆送信の都度支払う場合の料金
１回・１人当たり10円
（対象となる著作物、実演、レコード、放送、有線放送毎）
※前期・後期毎に事後届出、補償金の適正な請求・分配に資する情報の提出

補償金額の算出根拠
著作権等管理事業者が、非営利の教育機関に適用している公衆送信に係る

使用料等を参考に算出
定期的な見直し
3年経過毎に、検討を加え、必要な措置を講じる

【主な意見】
補償金額の無償化又は低廉化
補償金額算定の根拠の明確化
経過措置の必要性
利用実態調査の負担軽減
制度の周知等
申請手続等の簡便化 等
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授業目的公衆送信補償金の分配スキームの概要
サンプル方式による利用報告に基づき、著作物の分野毎の著作権等管理事業者等に補償金の分配
を委託し、受託団体ができる限り個別の権利者に分配。権利者に分配できない場合が一定程度ある
ことを踏まえ、クリエーターや教育全体の利益に資する事業に支出。

指定管理団体
SARTRAS

補償金の
支払い

サンプル方式の
利用報告に
基づき

分配の委託

教育機関等
の設置者

※1：権利者への補償金の分配を網羅的に遂行できる能力を有する著作権等管理事業者又は権利者団体。分野を網羅する団体がない場合は、その設立支援を行う。
※2：学校種別の詳細な補償金額は補償金規定を参照。

分配業務
受託団体※1

②連絡先不明な場合・
権利者から申告があった場合

分配引当金として留保。SARTRASのウェブサイ
トでの公表・周知等を行い、連絡先が判明したら
分配。事業年度内に分配しなかった場合は、翌
年度の分配資金に繰り戻す。

③権利者が不明な場合
受託分野におけるアウトサイダーの捜索や情報の
集約など、適切な対価還元に貢献する事業に支
出。事業の内容をSARTRASに報告する。
SARTRASの理事会で適正性を判断し、不適
切だった場合は返還を求めることができる。

新聞・論文・文芸・
脚本・写真・美術・
出版・音楽・映像
等の分野の各団体

①権利者・連絡先が分かる場合
個々の権利者（クリエーター）に分配。

著作権の保護や著作物の創作の振興・普及に資す
る事業を行う。（教育にも還元）

教育機関設置者や教員等への著作権等に関するオンライン
研修会の実施
文化芸術人材や著作権等の研究人材の育成への支援 等

共通目的事業（案）
一定割合

（今後省令で決定）

文化庁長官
報告の聴取等、
指定の取消し等

学校種別の年間包括料金
授業目的公衆送信を受ける
幼児／児童／生徒／学生１人当たりの額
●大学 720円 ●高校 420円
●中学校 180円 ●小学校 120円
●幼稚園 60円

認可された補償金額の一部※2



 

 

 

 

 

 

 

授業目的公衆送信補償金規程 
 

令和2年12月18日 認可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会 
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(目的) 

第 1 条 本規程は､一般社団法人授業目的公衆送信補償金等管理協会（以下「本

協会」という。）が、学校その他の教育機関の教育の公共性及び多様性、並び

に文化的資産である著作物、実演、レコード、放送及び有線放送（以下「著作

物等」という。）に関する権利の公正な利用に留意しつつ、著作権法（昭和 45

年法律第 48 号。以下「法」という。）第 35 条第 2 項（法第 102 条第 1 項に

おいて準用する場合を含む。）が規定する補償金（以下「補償金」という。）

を、法第 104 条の 13 第 1 項の規定に基づき、定めることを目的とする｡ 

(定義) 

第2条 本規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1）「授業目的公衆送信」とは、法第35条第1項（法第102条第1項において準

用する場合を含む。）の規定により行われる公衆送信（法第35条第3項が規

定する公衆送信に該当するものを除く。）をいう。 

(2)「教育機関」とは､法第35条第1項が規定する教育機関をいい、これを例示

すると「幼稚園」、「小学校」、「中学校」、「義務教育学校」、「高等学校」、「中

等教育学校」、「高等専門学校」、「大学」、「特別支援学校」、「専修学校」、「各

種学校」、「保育所」、「幼保連携型認定こども園」、「放課後児童クラブ」、

「省庁等大学校」、「職業能力開発施設」、「社会教育施設」、「教育センター」

である。 

(3) ｢設置者｣とは､教育機関を設置する者をいう｡ 

(4)「年度」とは､毎年4月1日から翌年3月31日までの期間をいう｡ 

(5)「補償金算定対象者」とは、授業目的公衆送信を行う教育機関の在学者の

うち、補償金を支払う年度中に授業目的公衆送信を受けることが予定され

ている者をいう｡ 

(6)「幼稚園」、「小学校」、「中学校」、「義務教育学校」、「高等学校」、「中等教

育学校」、「高等専門学校」、「大学」とは､それぞれ学校教育法第1条に規定

されている各学校をいう。 

(7)「特別支援学校」とは、学校教育法第1条に規定されている特別支援学校を

いい、「特別支援学級」とは、同法第81条第2項に規定されている特別支援

学級をいう。 

(8)「専修学校」とは、学校教育法第124条に規定する専修学校をいい、「各種

学校」とは、同法第134条に規定されている各種学校をいう。 

(9)「保育所」とは、児童福祉法第39条に規定されている施設をいう。 

(10) 「幼保連携型認定こども園」とは、児童福祉法第39条の2に規定されて
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いる施設をいう。 

(11) 「放課後児童クラブ」とは、児童福祉法第6条の3第2項に規定されてい

る放課後児童健全育成事業を行う施設をいう。 

(12) 「省庁等大学校」とは、防衛大学校、税務大学校、水産大学校などの法

令に基づいて国もしくは地方自治体が設置し、または法令によって定めら

れた設置者が当該法令に基づいて設置する教育施設であって、当該教育機

関が目的とする専門教育を行うものをいう。 

(13) 「職業能力開発施設」とは、職業能力開発総合大学校、職業能力開発大

学校、職業能力開発短期大学校、職業能力開発校、障害者職業能力開発校、

職業能力開発促進センターなどの法令に基づいて国もしくは地方自治体が

設置し、または法令によって定められた設置者が当該法令に基づいて設置

する教育施設であって、職業教育を行うことを目的とするものをいう。 

(14) 「社会教育施設」とは、公民館、博物館、美術館、図書館、青少年セン

ター、生涯学習センターなどの、法令に基づいて国もしくは地方自治体が

設置し、または法令によって定められた設置者が当該法令に基づいて設置

する教育施設であって、社会教育を行うことを目的とするものをいう。 

(15) 「教育センター」とは、教育公務員特例法第 21条に基づき、教育公務員

に専ら研修を受ける機会を与える施設をいう。 

(16) 「通信制教育機関」とは、学校教育法第 54 条第 1 項、第 84 条、第 108

条第 8 項、附則第 8 条に規定されている通信による教育を目的とするもの

をいい、放送大学を含む。 

(17) 「公開講座」とは、学校教育法第 107条に規定されている大学における

公開講座をいう。 

(18) 「免許状更新講習」とは、教育職員免許法第 9条の 3に規定されている

大学その他文部科学省令で定める者が、文部科学大臣の認定を受けて行う

教員免許状更新に関する講習をいう。 

(19) 「履修証明プログラム」とは、学校教育法第 105条（123条、133条及び

学校教育法施行規則第 179 条において準用）に規定されている特別の課程

をいう。 

(20) 「科目等履修生」とは、大学設置基準第 31条に規定されている、当該大

学の学生以外の者で、1又は複数の授業科目を履修する者をいう。 

(21) 「補償金算定対象履修者等」とは、履修証明プログラムの履修者又は科

目等履修生のうち、補償金を支払う年度中に授業目的公衆送信を受けるこ

とが予定されている者をいう｡ただし、補償金算定対象者としている者は除

く。 

2 本規程に特に定めがある場合を除き、本規程における用語は、法と同じ意
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味で用いるものとする。 

 

(授業目的公衆送信の回数に関わらず支払う補償金の額) 

第3条 授業目的公衆送信を行う教育機関の設置者が支払う補償金の額は、授

業目的公衆送信する著作物等の種類、授業目的公衆送信の回数にかかわらず､

年度ごとに､下表に定める種に応じて､１人当たりの補償金額（年額）に当該

教育機関における補償金算定対象者の総数を乗じて得た額とする｡ 

種 1 人当たりの補償金額(年額) 

幼稚園 60 円 

小学校 120 円 

中学校 180 円 

義務教育学校 1 学年～6 学年 120 円 

7 学年～9 学年 180 円 

高等学校 420 円 

専攻科 720 円 

中等教育学校 1 学年～3 学年 180 円 

4 学年～6 学年 420 円 

専攻科 720 円 

高等専門学校 1 学年～3 学年 420 円 

4 学年～5 学年 720 円 

専攻科 720 円 

大学 720 円 

特別支援学校 幼稚部   30 円 

小学部  60 円 

中学部  90 円 

高等部 210 円 

専攻科 360 円 

専修学校 高等課程 420 円 

専門課程 720 円 

一般課程のうち                          

幼稚園に準じた教育を受ける補償金算定対象者  60 円 

小学校に準じた教育を受ける補償金算定対象者 120 円 

中学校に準じた教育を受ける補償金算定対象者 180 円 

高等学校に準じた教育を受ける補償金算定対象者 420 円 

大学に準じた教育を受ける補償金算定対象者 720 円 
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各種学校 幼稚園に準じた教育を受ける補償金算定対象者  60 円 

小学校に準じた教育を受ける補償金算定対象者 120 円 

中学校に準じた教育を受ける補償金算定対象者 180 円 

高等学校に準じた教育を受ける補償金算定対象者 420 円 

大学に準じた教育を受ける補償金算定対象者 720 円 

保育所 60 円 

幼保連携型認定こども園 60 円 

放課後児童クラブ 60 円 

省庁等大学校 720 円 

職業能力開発施設 高等学校に準じた教育を受ける補償金算定対象者 420 円 

大学に準じた教育を受ける補償金算定対象者 720 円 

(1) 補償金算定対象者の総数は､補償金算定対象者が属する教育機関の当年

度の 5 月 1 日に在学する人数を基に算出するものとする｡ 

(2) ある設置者が複数の教育機関を設置しているときは、教育機関ごとに補

償金の額を算出したのちに、それらを合算するものとする。 

(3) 年度の途中から授業目的公衆送信を開始する場合の補償金額は､上記表

の補償金額（年額）を 12 で除した額に、授業目的公衆送信を開始した

日が属する月を含む当該年度の残余の月数を乗じた額に当該教育機関

における補償金算定対象者の総数を乗じて得た額とする。 

(4) 補償金算定対象者又は補償金算定対象履修者等について、教育機関設置

者が定める所定の在学期間が、補償金を支払う年度において夏期、冬期、

春期の通常の休業期間を含め、その開始から終了まで 1 年間に満たな

い場合の補償金額は、本条第 1 項の表の額を 12 で除した額に在学期間

となる月数を乗じて得た額とすることができる。また、在学期間が 1 カ

月に満たない場合の補償金額は、本条第 2 項の定めに従い算出した補

償金額とすることができる。 

(5) 本条で定める補償金を支払った後､夏期、冬期、春期の通常の休業期間

を除き、災害その他やむを得ない事情により補償金の対象となる授業が

実施できない期間が生じるなどして、1 月を超えて 1 度も授業目的公衆

送信を行わない期間が生じた場合であって、教育機関の設置者が、本協

会が指定する内容を記載した書面を提出し、本協会の承認を得た場合、

1 月を超えて 1 度も授業目的公衆送信を行わない月数に相当する補償

金を返還する｡ 

(6) 特別支援学級の補償金算定対象者の総数に乗じる 1 人当たりの補償金

額（年額）は、本条第 1 項に定める額の 50%の額に読み替えるものと
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する。 

2  教育機関が行う公開講座又は免許状更新講習や、社会教育施設及び教育セ

ンターが行う授業において授業目的公衆送信を行う場合、本条第 1 項の規定

に基づく補償金の支払いとは別に、授業目的公衆送信する著作物等の種類や

授業目的公衆送信の回数にかかわらず､300 円に、4 月 1 日から 9 月 30 日ま

で（前期）、及び 10 月 1 日から翌年の 3 月 31 日まで（後期）に分けた期毎の

授業数を乗じて得た額を支払うものとする。 

(1) 授業数とは、前期、後期それぞれの期間中に授業目的公衆送信を行う講座又

は講習の総定員数（期毎に行う講座又は講習単位に、1 回あたりの定員の数に

開催回数を乗じて延べ定員数を算出し、その結果を合計した数）を 30 で除し

た数（余りがある場合は 1 授業として加算する）をいう。 

(2) 期毎の授業数は、当年度の 5 月 1 日（前期）及び 11 月 1 日（後期）の数を

基に算出するものとする｡ 

(3) 本項の授業のうち、期間のみが定められ、回数の定めがない場合の補償金額

は、本項にかかわらず、本条第 1 項の規定を適用して算出する。 

(前条によらない場合の補償金の額)  

第 4 条 前条にかかわらず、教育機関で授業目的公衆送信を行う都度、当該教

育機関の設置者が補償金を支払う場合は、授業目的公衆送信を行った（イ）

著作物､（ロ）実演による音声及び映像、（ハ）レコードに固定された音声、

（ニ）放送による音声及び映像、及び（ホ）有線放送による音声並びに映像

ごとに 10円とし、これらを合算した額に、当該授業目的公衆送信を受信し

た履修者等の総数を乗じて得た額（個別）とする。本条の適用を受けようと

する設置者は、4月 1日から 9月 30日まで（前期）、及び 10月 1日から翌年

の 3月 31日まで（後期）の期毎に、当該教育機関における授業目的公衆送

信の件数について取りまとめ、送信毎に利用する著作物等の情報、履修者等

の総数等、本条による補償金の適正な請求・分配に資する情報を、本協会が

指定する書式及び方式により本協会が定める期限までに提出しなければなら

ない。 

2 授業の動画の中に複数の著作物等を利用する場合で、本条の適用を受けよう

とするときの補償金額（個別）は、当該動画内で利用するすべての著作物等

毎に前項により額を算出したものを合算した額とする。 

（その他） 

第 5 条 異なる教育機関間の遠隔授業において授業目的公衆送信が行われる場

合で、送信元となる教育機関又は送信先となる教育機関の設置者のいずれか
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が当該教育機関分の第 3 条第 1 項の補償金を支払っているときは、当該遠隔

授業を行えるものとする。ただし、いずれもが支払っていないときは、送信

先及び送信元で協議のうえ、いずれかの教育機関の設置者が送信先の補償金

算定対象者数により第 3 条により算出した額又は第 4 条により算出した額を

支払うこととする。 

2 教育機関が、人口減などで教育機関の維持が困難な地域に存する場合であ

って、第 3 条第 1 項又は第 2 項の規定を適用するときは、算出される額の

50%の額を当該教育機関が支払う補償金額とする。 

3 通信制教育機関において授業目的公衆送信が行われる場合であって、第 3

条の規定を適用するときは、該当する補償金算定対象者の総数に乗じる 1 人

当たりの補償金額（年額）を、第 3 条第 1 項に定める額の 50%の額とす

る。 

4 履修証明プログラムの履修者又は科目等履修生に対し授業目的公衆送信が

行われる場合であって、第 3 条第 1 項の規定を適用するときは、該当する補

償金算定対象履修者等の総数に乗じる 1 人当たりの補償金額（年額）を、第

3 条第 1 項に定める額の 50%の額とする。 

5 教育機関の態様あるいは著作物等の利用の状況等により、本規程第 2 条か

ら本条第 4 項までを適用することが難しい特別な事情がある場合、又は年度

の途中でそれら状況等に著しい変化が生じた場合における補償金の額は、当

該教育機関の設置者との協議を経て、本規程の範囲内で本協会が決定する。 

6 本規程の補償金額には、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）及び地方税法

（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する消費税等に相当する金額を加算す

る。 

附則 

1 本規程は､2021 年 4 月 1 日から実施する。 

2 本協会は、本規程の実施の日から 3 年を経過する毎に、実施後の状況を勘案

し、本規程について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの

とする。 


